
28年度

継　続　1地区
新　規　1地区

継　続　2地区
新　規　2地区

全　区
展　開試　行

29年度 30年度 31年度 32年度

新　規　1地区 継　続　4地区 継　続　4地区

プラットフォームを支える情報の収集・分析3

取り組み方

補 足 事 項
そ  の  他

体 系 図

事　業　名

事 業 概 要 　大田区福祉部の４地域福祉課が管轄する地区ごとに、当該エリアを専属に
担当する社協職員を配置して、地域社会との連携の強化を図る。

　１つの地区について、４～６名で１チームを編成する。28～ 29年度は試行
期間として運営方法等のノウハウを蓄積し、30年度に全区展開を図る。

　地域担当制は、担当地域で課題となっている具体的な福祉ニーズの把握を
第一の目的とし、そのために関係機関団体とのネットワークの強化に努める。

地域担当制　≪新規≫

Ⅲ－3－（1） 

取り組み方

補 足 事 項
そ  の  他

体 系 図

事　業　名

事 業 概 要

①子育て支援をテーマとする事業活動の実施にあたっては、教育委員会や学
　校に対しても趣旨の説明と協力依頼等を行い周知を図り、福祉と教育分野
　が連携して推進する。
②消費者生活センター、警察、弁護士会等と連携を図り、権利擁護の視点か
　らの悪質商法被害の防止と、福祉サービスの消費者という視点からの消費
　者教育を推進する。

　消費者教育推進法では、日常生活上の様々な場において消費者教育を推進
する多様な主体の連携をはじめ、事業者には、消費者に対して「消費生活に関
する知識の向上」を支援する努力が求められている。
　また、文部科学省では、各教育委員会に対して、大学や社会教育における
消費者教育の推進に関する指針を示している。　
　このようなことから、地域福祉活動においても消費者教育との連携が期待
されていることに加え、福祉「事業者」としての努力義務を有していることに
留意して関係機関団体との協力を進めるものとする。

　教育や消費生活に関するテーマは、くらしの中に身近に存在しており、地域
社会から寄せられるニーズも多様であることから、関係行政機関に加えて、可
能な限り他の団体との参加も働きかけていく。

教育・消費者行政部門等との情報の共有

28年度

推進

29年度 30年度 31年度 32年度

Ⅲ－2－（4） 

　平成 28 年 4月現在、大田区社会福祉協議会は次のような組織となっています。

　大田区社会福祉協議会の議決機関である評議員会は、自治会町会、民生委員児
童委員協議会から選任された区民、ボランティア団体代表や福祉施設経営者等によ
り、92名で構成しています。
　理事会は、大田区内の18地区自治会連合会代表者と大田区職員等25名で構成
しています。また、理事の業務を監査する監事には、公認会計士等3名が就任して
います。
　そのほか、会長から諮問された事項等について、専門的な見地から検討が必要な
場合には、弁護士や司法書士、医師、社会福祉士、学識経験者等により構成された
委員会や部会において審議しています。

事　務　局

評議員
理　事
監　事

92名
25名
3名

評 議 員 会

理事会・会長 監　　　事

大田区地域福祉活
動計画推進委員会

助 成 金
審 査 委 員 会

権 利 擁 護 業 務
推 進 委 員 会

市 民 後 見 活 動
推 進 部 会

ボ ラ ン テ ィア・
区民活動センター

要介護認定調査・
自 立 支 援 担 当

高齢者等就労・社会
参加支援センター

庶 務 係

計 画 担 当

貸 付 相 談 担 当

成 年 後 見
セ ン タ ー

総

務

課

地
域
福
祉
推
進
課

事

務

局

長

事
務
局
次
長

1．大田区社会福祉協議会の組織

第４章　資料編
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（目的）
第１条　この要綱は、社会福祉法人大田区社会福祉協議会（以下、「社協」という。）が定める地域福祉活動に関す
　る規程（以下、「規程」という。）第５条に基づき設置する委員会（以下、「推進委員会」という。）について、必要な
　事項を定めることを目的とする。
（名称）
第２条　委員会の名称を、「大田区地域福祉活動計画推進委員会」とする。
（所掌事項）
第３条　委員会は、地域福祉活動計画に関する社会福祉法人大田区社会福祉協議会会長（以下、「会長」という。）
　の諮問を受けて審議を行い答申する。
（委員構成等）
第４条　委員会は２０名以内で構成するものとし、別表に掲げる区分の中から会長が委嘱する。
（任期）
第５条　委員の任期は、会長が委嘱した日から当該地域福祉活動計画期間が終了する年度の前の年度の３月３１日
　までとする。ただし、再任を妨げない。
２　委員が欠けたとき、補欠の委員の任期は前任者の残任期間とする。
（委員長等）
第６条　委員会に、委員長１名、副委員長１名を置く。委員長及び副委員長は委員の互選により選出する。
２　委員長は委員会を代表し、会務を統括する。
３　副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代理する。
（会議）
第７条　委員会は、委員長が召集する
２　委員会は、委員の半数の出席がなければ開催することができない。
３　委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは委員長の決するところによる。
（関係者の出席）
第８条　委員長は、必要があると認められるときは、委員会に関係者の出席を求めることができる。
（下部組織）
第９条　委員長は、委員会の議を経て、下部組織を設置することができる。
２　前項に規定する下部組織に関する事項は、会長が別に定める。
（庶務）
第１０条　委員会の庶務は、社協の総務課庶務係が処理する。
（委任）
第１１条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は事務局長が別に定める。

附　則

１　この要綱は、平成２４年１０月２２日に制定し、即日施行する。
２　地域福祉活動計画策定・推進委員会設置要綱に基づき委嘱された委員は、この要綱により委嘱されたもの
　　とみなす。

１ 学識経験者

２ 社協理事

３ 大田区自治会連合会

４ 大田区民生委員児童委員協議会

５ ボランティア・ＮＰＯ団体

６ 社会福祉関係団体

７ 大田区職員

８ 前各号のほか、会長が認める者

（１）大田区地域福祉活動計画推進委員会設置要綱

　2．大田区地域福祉活動計画推進委員会

別表

区　　分

（２）委員会の構成

委 員 長

副委員長

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

田　島　誠　一

中　島　寿　美

吉　野　鷹　夫

平　石　昭　夫

道　音　征　夫

川　﨑　洋　子

高　橋　勝　幸

宮　田　千寿子

佐々木　桃　子

嶋　田　　実

村　山　美智恵

河　合　良　治

齋　藤　弘　美

渕　上　虎　平

四ヶ所　誠一郎

井　口　綾　乃

今　岡　正　道

青　木　　毅

日本福祉大学招聘教授

大田社協副会長

大田社協副会長

大田区民生委員児童委員協議会会長

ＮＰＯ法人大身連理事長

大田区精神障害者家族連絡会会長

大田区肢体不自由児者父母の会会長

大田区重症心身障害児（者）を守る会会長

大田区知的障害者育成会会長

大田区シニアクラブ連合会会長

大田区食事サービス連絡会会長

ＮＰＯ法人おおた市民活動推進機構理事

社会福祉法人大洋社常務理事

大田区主任介護支援専門員連絡会会長

大田区生活再建・就労サポートセンターJOBOTA 所長

東京都社会福祉協議会地域福祉部地域担当

大田区福祉部参事福祉管理課長事務取扱 (H27.6.30まで)

大田区福祉部参事福祉管理課長事務取扱 (H27.7.1から)

氏　　名 選出母体・役職等

○委員会事務局

事 務 局 長

事 務 局 次 長

計画担当係長

主 任 主 事

佐　藤　喜美男

長　堀　利　一

荒　砥　康　二

福　本　昌　恵

氏　　名
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（目的）
第１条　この要綱は、社会福祉法人大田区社会福祉協議会（以下、「社協」という。）が定める地域福祉活動に関す
　る規程（以下、「規程」という。）第５条に基づき設置する委員会（以下、「推進委員会」という。）について、必要な
　事項を定めることを目的とする。
（名称）
第２条　委員会の名称を、「大田区地域福祉活動計画推進委員会」とする。
（所掌事項）
第３条　委員会は、地域福祉活動計画に関する社会福祉法人大田区社会福祉協議会会長（以下、「会長」という。）
　の諮問を受けて審議を行い答申する。
（委員構成等）
第４条　委員会は２０名以内で構成するものとし、別表に掲げる区分の中から会長が委嘱する。
（任期）
第５条　委員の任期は、会長が委嘱した日から当該地域福祉活動計画期間が終了する年度の前の年度の３月３１日
　までとする。ただし、再任を妨げない。
２　委員が欠けたとき、補欠の委員の任期は前任者の残任期間とする。
（委員長等）
第６条　委員会に、委員長１名、副委員長１名を置く。委員長及び副委員長は委員の互選により選出する。
２　委員長は委員会を代表し、会務を統括する。
３　副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代理する。
（会議）
第７条　委員会は、委員長が召集する
２　委員会は、委員の半数の出席がなければ開催することができない。
３　委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは委員長の決するところによる。
（関係者の出席）
第８条　委員長は、必要があると認められるときは、委員会に関係者の出席を求めることができる。
（下部組織）
第９条　委員長は、委員会の議を経て、下部組織を設置することができる。
２　前項に規定する下部組織に関する事項は、会長が別に定める。
（庶務）
第１０条　委員会の庶務は、社協の総務課庶務係が処理する。
（委任）
第１１条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は事務局長が別に定める。

附　則

１　この要綱は、平成２４年１０月２２日に制定し、即日施行する。
２　地域福祉活動計画策定・推進委員会設置要綱に基づき委嘱された委員は、この要綱により委嘱されたもの
　　とみなす。

１ 学識経験者

２ 社協理事

３ 大田区自治会連合会

４ 大田区民生委員児童委員協議会

５ ボランティア・ＮＰＯ団体

６ 社会福祉関係団体

７ 大田区職員

８ 前各号のほか、会長が認める者

（１）大田区地域福祉活動計画推進委員会設置要綱

　2．大田区地域福祉活動計画推進委員会
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（２）委員会の構成
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河　合　良　治

齋　藤　弘　美

渕　上　虎　平

四ヶ所　誠一郎

井　口　綾　乃

今　岡　正　道

青　木　　毅

日本福祉大学招聘教授

大田社協副会長

大田社協副会長

大田区民生委員児童委員協議会会長

ＮＰＯ法人大身連理事長

大田区精神障害者家族連絡会会長

大田区肢体不自由児者父母の会会長

大田区重症心身障害児（者）を守る会会長

大田区知的障害者育成会会長

大田区シニアクラブ連合会会長

大田区食事サービス連絡会会長

ＮＰＯ法人おおた市民活動推進機構理事

社会福祉法人大洋社常務理事

大田区主任介護支援専門員連絡会会長

大田区生活再建・就労サポートセンターJOBOTA 所長

東京都社会福祉協議会地域福祉部地域担当

大田区福祉部参事福祉管理課長事務取扱 (H27.6.30まで)

大田区福祉部参事福祉管理課長事務取扱 (H27.7.1から)

氏　　名 選出母体・役職等

○委員会事務局

事 務 局 長

事 務 局 次 長

計画担当係長

主 任 主 事

佐　藤　喜美男

長　堀　利　一

荒　砥　康　二

福　本　昌　恵

氏　　名
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（３）審議経過

第 １ 回 平成27年 6月23日(火)

第 2 回 平成27年 8月25日(火)

第 5 回 平成28年 2月10日(水)

第 6 回 平成28年 3月10日(木)

第 3 回 平成27年10月21日(水)

第 4 回 平成27年12月 3日(木)

1.委員委嘱
2.委員長・副委員長選出
3.諮問
4.第4次計画について
5.第５次計画の方向性等について

1.新任委員紹介
2.関係団体等へのアンケート結果報告
3.第５次計画の基本的な方針及び枠組
　みについて

1.計画体系の検討
2.重点事業の検討

1.第５次計画(事務局素案)の検討

1.答申

1.計画体系の検討
2.重点事業の検討
3.計画書の構成の検討

開　催　日 内　　　容

（１）アンケートの概要

　3．地域福祉活動に関するアンケート

　第5次計画の立案にあたり、地域包括支援センターや福祉サービス事業者、自治
会町会や民生委員児童委員、ＮＰＯ団体など地域福祉活動に取り組む団体や、医療
や法律、消費者団体等、福祉に関連の深い分野で活動している団体等にアンケート
を行いました。
　対象の団体等として184の機関・団体や専門職をピックアップし、それを4つの
グループに分類して、大田区地域福祉計画で掲げている3つの基本目標（6ページ
参照）をベースに調査票を作成し、郵送による回答を求めました。回答率は全体で
56.0％でした。

（２）アンケート結果

①「地域づくり」について
　地域社会における連携にあたり、4つのグループすべてにおいて「個人情報の取り
扱い」が課題として挙げられています。
　ＡグループやＤグループのように、法律的に厳しい守秘義務を負う事業体として
は、「提供する方法」や「提供した情報が守られるか」等を挙げています。そしてＢグ
ループでは、情報の提供が少ないことから活動に制約が生じていることや、プライ
バシー保護との調和を図る方法を模索している旨の回答が寄せられています。

≪アンケート配布団体数と回収率≫

福祉関係団体

A

B

C

D

①　 地域包括支援センター
②　 民生委員児童委員（部会）
③　 福祉サービス事業者（株式会社）

グループ 回答数 配布数 回答率属　　　　　　　　性

合　　　　　　　　計

福祉活動と連携が期待される団体

①　 法律関係（弁護士・司法書士）
②　 消費者団体
③　 医療関係（医療ソーシャルワーカー）

自治会・町会

33

17
6
10

103

33

14
10
9

20

17

56

20
6
30

184

53

20
17
16

40

35

56.0％

58.9％

85.0％
100.0％
33.3％

62.3％

70.0％
58.8％
56.3％

50.0％

48.6％住民により組織されている団体
（ボランティア・ＮＰＯ法人・当事者団体）
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（３）審議経過

第 １ 回 平成27年 6月23日(火)

第 2 回 平成27年 8月25日(火)

第 5 回 平成28年 2月10日(水)

第 6 回 平成28年 3月10日(木)

第 3 回 平成27年10月21日(水)

第 4 回 平成27年12月 3日(木)

1.委員委嘱
2.委員長・副委員長選出
3.諮問
4.第4次計画について
5.第５次計画の方向性等について

1.新任委員紹介
2.関係団体等へのアンケート結果報告
3.第５次計画の基本的な方針及び枠組
　みについて

1.計画体系の検討
2.重点事業の検討

1.第５次計画(事務局素案)の検討

1.答申

1.計画体系の検討
2.重点事業の検討
3.計画書の構成の検討

開　催　日 内　　　容

（１）アンケートの概要

　3．地域福祉活動に関するアンケート

　第5次計画の立案にあたり、地域包括支援センターや福祉サービス事業者、自治
会町会や民生委員児童委員、ＮＰＯ団体など地域福祉活動に取り組む団体や、医療
や法律、消費者団体等、福祉に関連の深い分野で活動している団体等にアンケート
を行いました。
　対象の団体等として184の機関・団体や専門職をピックアップし、それを4つの
グループに分類して、大田区地域福祉計画で掲げている3つの基本目標（6ページ
参照）をベースに調査票を作成し、郵送による回答を求めました。回答率は全体で
56.0％でした。

（２）アンケート結果

①「地域づくり」について
　地域社会における連携にあたり、4つのグループすべてにおいて「個人情報の取り
扱い」が課題として挙げられています。
　ＡグループやＤグループのように、法律的に厳しい守秘義務を負う事業体として
は、「提供する方法」や「提供した情報が守られるか」等を挙げています。そしてＢグ
ループでは、情報の提供が少ないことから活動に制約が生じていることや、プライ
バシー保護との調和を図る方法を模索している旨の回答が寄せられています。

≪アンケート配布団体数と回収率≫

福祉関係団体

A

B

C

D

①　 地域包括支援センター
②　 民生委員児童委員（部会）
③　 福祉サービス事業者（株式会社）

グループ 回答数 配布数 回答率属　　　　　　　　性

合　　　　　　　　計

福祉活動と連携が期待される団体

①　 法律関係（弁護士・司法書士）
②　 消費者団体
③　 医療関係（医療ソーシャルワーカー）

自治会・町会

33

17
6
10

103

33

14
10
9

20

17

56

20
6
30

184

53

20
17
16

40

35

56.0％

58.9％

85.0％
100.0％
33.3％

62.3％

70.0％
58.8％
56.3％

50.0％

48.6％住民により組織されている団体
（ボランティア・ＮＰＯ法人・当事者団体）
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Ｑ.１　貴団体は、次のいずれに該当しますか。

Ｑ.２  大田区が策定した地域福祉計画の中で、「日ごろから地域の中で見守
り、相談、たすけあう関係」を作ることが挙げられています。このこと
について、貴団体ではどのような取り組みを進めていますか。あるい
は、どのような取り組みを考えていますか。

地域福祉活動に関するアンケート

Ａ グ  ル ー プ

　このアンケートは、大田区社会福祉協議会が第５次地域福祉活動計画（計画
期間 : 平成２８年度～平成３２年度）を策定するにあたり、地域社会のご意見な
どを調査するために行っています。

※③と回答された団体にお尋ねします。どのような方を対象と
して活動していますか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数回答可）

　①地域包括支援センター

　②民生委員児童委員協議会（　　　　　部会）　　

　③福祉サービス事業者

①高齢者　　　　　②障害（児）者　　　③生活困窮者

④幼児・児童　　　⑤青少年　　　　　⑥子育て世代

⑦特に対象は限定せず地域全体

⑧その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※特に回答方法に指定がないときは、番号に○印をつけてください。

②「人づくり」について
　地域福祉活動を担う人材の育成について、ＡグループとＤグループに対して
は、講師を派遣するなど人材育成への協力に対する考え方を質問しました。
また、ＢグループとＣグループに対しては、メンバーの確保など活動を持続さ
せるための取り組みについて質問しました。
　ＡグループもＤグループも、守秘義務や経費に関するルール等が作られれ
ば、その枠組みの中で協力することに肯定的な考え方が 70％以上を占めてい
ました。
　ＢグループやＣグループでは、「メンバーの高齢化」や「新メンバーの加入が
少ない」ことが課題として挙げられています。

③「基盤づくり」について　
　Ａグループに対しては「大田社協に望むこと」、ＢグループとＣグループには
「生活課題を発見したときの対応」、Ｄグループには「連携のための整えるべき
環境」について質問しました。
　Ａグループでは、「ボランティアの充実」や「社協を中核とした近隣住民のネ
ットワーク作り」を求める回答が多くなりました。
　Ｂグループでは、「よほどのことがない限り見守る」という回答が 65％あり
ました。
　Ｃグループでは、「専門機関と直接連絡できる関係を活かして対応する」と
の回答が47％ありました。住民主体の団体では、「プライバシー」の問題があ
り、積極的なアプローチが難しいことがうかがわれます。
　Ｄグループでは、「支援の対象者に関する情報の取り扱い」や「支援者間の
連絡調整を図る事務局的存在」などの必要性を挙げた回答が多くなってい
ます。

④まとめ
　今回のアンケートから、「地域福祉活動と個人情報の保護の調和をいかに
図るか」という課題が、あらためて浮き彫りになりました。
　また、地域福祉活動の推進に向けて、住民活動と専門機関・団体が連携し
て取り組んでいくためには、費用負担や情報の管理、連絡調整等について、
一定のルール化の実現と、大田社協に事務局的な機能を期待する意見もあり
ました。
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Ｑ.１　貴団体は、次のいずれに該当しますか。

Ｑ.２  大田区が策定した地域福祉計画の中で、「日ごろから地域の中で見守
り、相談、たすけあう関係」を作ることが挙げられています。このこと
について、貴団体ではどのような取り組みを進めていますか。あるい
は、どのような取り組みを考えていますか。

地域福祉活動に関するアンケート

Ａ グ  ル ー プ

　このアンケートは、大田区社会福祉協議会が第５次地域福祉活動計画（計画
期間 : 平成２８年度～平成３２年度）を策定するにあたり、地域社会のご意見な
どを調査するために行っています。

※③と回答された団体にお尋ねします。どのような方を対象と
して活動していますか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数回答可）

　①地域包括支援センター

　②民生委員児童委員協議会（　　　　　部会）　　

　③福祉サービス事業者

①高齢者　　　　　②障害（児）者　　　③生活困窮者

④幼児・児童　　　⑤青少年　　　　　⑥子育て世代

⑦特に対象は限定せず地域全体

⑧その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※特に回答方法に指定がないときは、番号に○印をつけてください。

②「人づくり」について
　地域福祉活動を担う人材の育成について、ＡグループとＤグループに対して
は、講師を派遣するなど人材育成への協力に対する考え方を質問しました。
また、ＢグループとＣグループに対しては、メンバーの確保など活動を持続さ
せるための取り組みについて質問しました。
　ＡグループもＤグループも、守秘義務や経費に関するルール等が作られれ
ば、その枠組みの中で協力することに肯定的な考え方が 70％以上を占めてい
ました。
　ＢグループやＣグループでは、「メンバーの高齢化」や「新メンバーの加入が
少ない」ことが課題として挙げられています。

③「基盤づくり」について　
　Ａグループに対しては「大田社協に望むこと」、ＢグループとＣグループには
「生活課題を発見したときの対応」、Ｄグループには「連携のための整えるべき
環境」について質問しました。
　Ａグループでは、「ボランティアの充実」や「社協を中核とした近隣住民のネ
ットワーク作り」を求める回答が多くなりました。
　Ｂグループでは、「よほどのことがない限り見守る」という回答が 65％あり
ました。
　Ｃグループでは、「専門機関と直接連絡できる関係を活かして対応する」と
の回答が47％ありました。住民主体の団体では、「プライバシー」の問題があ
り、積極的なアプローチが難しいことがうかがわれます。
　Ｄグループでは、「支援の対象者に関する情報の取り扱い」や「支援者間の
連絡調整を図る事務局的存在」などの必要性を挙げた回答が多くなってい
ます。

④まとめ
　今回のアンケートから、「地域福祉活動と個人情報の保護の調和をいかに
図るか」という課題が、あらためて浮き彫りになりました。
　また、地域福祉活動の推進に向けて、住民活動と専門機関・団体が連携し
て取り組んでいくためには、費用負担や情報の管理、連絡調整等について、
一定のルール化の実現と、大田社協に事務局的な機能を期待する意見もあり
ました。
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①個人情報保護の観点から、他の組織に個人の情報を提供しにくい。

②連携のネットワークの「要」の役割（連絡調整等）を、どの組織が担っていく
べきかを考える必要がある。

③連携の必要性は理解しているが、契約書等で定めていないので、業務外
の活動について取り組むことが難しい。

④見守りの対象者が見守り等を求めていない。

⑤その他

大田区地域福祉計画２９ページより抜粋
　自治会・町会、民生委員児童委員、団体、ＮＰＯなどの連携により、支援
を必要とする人を発見し、みんなで見守り、支えあうしくみをつくります。
　<施策目標>
　　1－1　地域での見守り・相談支援の推進
　　1－2　区民や区民活動団体、ＮＰＯによる地域福祉活動の活性化
      1－3   連携による支えあいの構築

Ｑ.３  地域社会で連携して見守り・支えあいの活動を進めるうえで、どの
ようなことが課題であると考えられますか。 （複数回答可）

①協力が期待できる地域活動団体等に関する情報の提供、紹介

②連携のためのネットワークの事務局的機能 (連絡調整役 )

③ネットワーク形成のための広報活動と必要経費の負担

④その他

Ｑ.４  貴団体の活動について、社会福祉協議会との関わりは、どのような方
法が望ましいと考えられますか。 （複数回答可）

Ｑ.５　『Ｑ.１』で③又は④と回答された団体にお尋ねします。　
　　　貴団体が、福祉サービス利用契約者に提供しているサービスの向上と

いう観点からみたとき、大田区地域福祉計画にある「地域づくり」に、
どのような効果を期待しますか。 （複数回答可）

①対象者が抱えている生活上の課題等について、早期発見が期待できる。

②制度の「はざま」で生じた課題について、対応策の選択肢を広げることが期
待できる。

③様 な々支援の担い手が拡大することにより、対象者の個性に合った支援を
行いやすくなると期待できる。

④連携のしくみが生まれ関係者で意見交換することにより、対象者が抱えて
いる課題等について、より多面的に理解することが可能になると期待できる。

⑤その他

①いつでも可能である。　

②守秘義務や衛生管理等の問題があり、協力は難しい。

③条件によっては、学習機会を提供することは可能な場合もある。　

Ｑ.６　将来に向けて福祉活動に参加する人を育成するため、「福祉」に関し
て「接する」あるいは「学ぶ」機会を拡大することが課題となっています。

　　　貴団体が行っている活動の中で、一般住民が「福祉の現場で学ぶ
機会」として活用することは可能ですか。 （複数回答可）

①同じ分野で活動する団体との意見交換会

②他の福祉分野で活動する団体との意見交換会 (年数回程度 )　

③他の福祉分野で活動する団体と短期的 (１か月以内 )な人事交流

④社協を世話役として、分野の枠を超えた合同研修会

⑤その他

Ｑ.７　貴団体の職員等構成メンバーのスキルアップの一環として、取り組む
ことが可能と思われるものを選んでください。 （複数回答可）

その条件とは…（例 : 衛生管理が徹底できる場合）　
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①個人情報保護の観点から、他の組織に個人の情報を提供しにくい。

②連携のネットワークの「要」の役割（連絡調整等）を、どの組織が担っていく
べきかを考える必要がある。

③連携の必要性は理解しているが、契約書等で定めていないので、業務外
の活動について取り組むことが難しい。

④見守りの対象者が見守り等を求めていない。

⑤その他

大田区地域福祉計画２９ページより抜粋
　自治会・町会、民生委員児童委員、団体、ＮＰＯなどの連携により、支援
を必要とする人を発見し、みんなで見守り、支えあうしくみをつくります。
　<施策目標>
　　1－1　地域での見守り・相談支援の推進
　　1－2　区民や区民活動団体、ＮＰＯによる地域福祉活動の活性化
      1－3   連携による支えあいの構築

Ｑ.３  地域社会で連携して見守り・支えあいの活動を進めるうえで、どの
ようなことが課題であると考えられますか。 （複数回答可）

①協力が期待できる地域活動団体等に関する情報の提供、紹介

②連携のためのネットワークの事務局的機能 (連絡調整役 )

③ネットワーク形成のための広報活動と必要経費の負担

④その他

Ｑ.４  貴団体の活動について、社会福祉協議会との関わりは、どのような方
法が望ましいと考えられますか。 （複数回答可）

Ｑ.５　『Ｑ.１』で③又は④と回答された団体にお尋ねします。　
　　　貴団体が、福祉サービス利用契約者に提供しているサービスの向上と

いう観点からみたとき、大田区地域福祉計画にある「地域づくり」に、
どのような効果を期待しますか。 （複数回答可）

①対象者が抱えている生活上の課題等について、早期発見が期待できる。

②制度の「はざま」で生じた課題について、対応策の選択肢を広げることが期
待できる。

③様 な々支援の担い手が拡大することにより、対象者の個性に合った支援を
行いやすくなると期待できる。

④連携のしくみが生まれ関係者で意見交換することにより、対象者が抱えて
いる課題等について、より多面的に理解することが可能になると期待できる。

⑤その他

①いつでも可能である。　

②守秘義務や衛生管理等の問題があり、協力は難しい。

③条件によっては、学習機会を提供することは可能な場合もある。　

Ｑ.６　将来に向けて福祉活動に参加する人を育成するため、「福祉」に関し
て「接する」あるいは「学ぶ」機会を拡大することが課題となっています。

　　　貴団体が行っている活動の中で、一般住民が「福祉の現場で学ぶ
機会」として活用することは可能ですか。 （複数回答可）

①同じ分野で活動する団体との意見交換会

②他の福祉分野で活動する団体との意見交換会 (年数回程度 )　

③他の福祉分野で活動する団体と短期的 (１か月以内 )な人事交流

④社協を世話役として、分野の枠を超えた合同研修会

⑤その他

Ｑ.７　貴団体の職員等構成メンバーのスキルアップの一環として、取り組む
ことが可能と思われるものを選んでください。 （複数回答可）

その条件とは…（例 : 衛生管理が徹底できる場合）　
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アンケートは以上です。ご協力いただきありがとうございました。

※アンケートについてご不明な点は、下記までご照会ください。

Ｑ.９　貴団体の活動を支える基盤を強化する方策として、大田社協の取り
組みとして望ましいと考えるものを２つ選んでください。

Ｑ.８　職員・ボランティアを問わず、福祉活動の担い手のすそ野を広げて
いくため、貴団体のアイディア等ご意見をお聞かせください。

①貴団体の活動に対する助成等資金的支援のしくみの充実

②貴団体の活動に協力できるボランティア等の紹介のしくみ（連絡調整も含
む）の充実

③貴団体の活動の広報や、行政機関等との連絡調整

④貴団体と共催等による各種行事の開催

⑤貴団体と同じ問題意識を持つ他団体とのネットワーク作り

⑥社協を中核として、近隣住民との協力関係づくり

⑦その他

☎ 03－3736－2021（総務課庶務係）
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アンケートは以上です。ご協力いただきありがとうございました。

※アンケートについてご不明な点は、下記までご照会ください。

Ｑ.９　貴団体の活動を支える基盤を強化する方策として、大田社協の取り
組みとして望ましいと考えるものを２つ選んでください。

Ｑ.８　職員・ボランティアを問わず、福祉活動の担い手のすそ野を広げて
いくため、貴団体のアイディア等ご意見をお聞かせください。

①貴団体の活動に対する助成等資金的支援のしくみの充実

②貴団体の活動に協力できるボランティア等の紹介のしくみ（連絡調整も含
む）の充実

③貴団体の活動の広報や、行政機関等との連絡調整

④貴団体と共催等による各種行事の開催

⑤貴団体と同じ問題意識を持つ他団体とのネットワーク作り

⑥社協を中核として、近隣住民との協力関係づくり

⑦その他

☎ 03－3736－2021（総務課庶務係）
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社会福祉法人大田区社会福祉協議会

Ｑ.２　貴自治会町会では、要支援者との日頃の関わりはどのようなもので
すか。

地域福祉活動に関するアンケート

B グ  ル ー プ

　このアンケートは、大田区社会福祉協議会が第５次地域福祉活動計画（計画
期間 : 平成２８年度～平成３２年度）を策定するにあたり、災害時要援護者支援
体制が構築されている自治会町会のご意見などを調査する目的で行っています。

左から多い順に
番号を記入

※特に回答方法に指定がないときは、番号に○印をつけてください。

※「定期的」とは、１か月～２か月に１回以上と考えてください。

（複数回答可）

①回覧板などで案内し、本人や家族から連絡を受けた。

②自治会役員や活動メンバーから、本人に働きかけた。

③本人から自治会役員等に相談があった。

④行政や各種公的な団体から紹介を受けた。

⑤その他

Ｑ.１　支援を必要としている方（要支援者）とは、どのような経過で接するよ
うになりましたか。多いケースを２つ選んでください。

①定期的に自宅を訪問し、相談等の話相手をしている。

②定期的に行事を実施して、参加を働きかけている。

③定期的に電話などで安否確認等を行っている。

④季節ごと等に行事を実施して招待するほかは、ときどき声かけなどをして
いる。

⑤その他

6362



社会福祉法人大田区社会福祉協議会

Ｑ.２　貴自治会町会では、要支援者との日頃の関わりはどのようなもので
すか。

地域福祉活動に関するアンケート

B グ  ル ー プ

　このアンケートは、大田区社会福祉協議会が第５次地域福祉活動計画（計画
期間 : 平成２８年度～平成３２年度）を策定するにあたり、災害時要援護者支援
体制が構築されている自治会町会のご意見などを調査する目的で行っています。

左から多い順に
番号を記入

※特に回答方法に指定がないときは、番号に○印をつけてください。

※「定期的」とは、１か月～２か月に１回以上と考えてください。

（複数回答可）

①回覧板などで案内し、本人や家族から連絡を受けた。

②自治会役員や活動メンバーから、本人に働きかけた。

③本人から自治会役員等に相談があった。

④行政や各種公的な団体から紹介を受けた。

⑤その他

Ｑ.１　支援を必要としている方（要支援者）とは、どのような経過で接するよ
うになりましたか。多いケースを２つ選んでください。

①定期的に自宅を訪問し、相談等の話相手をしている。

②定期的に行事を実施して、参加を働きかけている。

③定期的に電話などで安否確認等を行っている。

④季節ごと等に行事を実施して招待するほかは、ときどき声かけなどをして
いる。

⑤その他

6362



※記入例 ▶ 新規に加入するメンバーが少なく、固定化していること。

○メンバー数　　　　　名　　（男性約　　％・女性約　　％）

○年 齢 層 　メンバーの主体は、概ね　　　歳以上

（複数回答可）

　ａ　課題について

　ｂ　ルール・申し合わせ事項等について

Ｑ.３  「個人のプライバシー保護」、「要支援者の自己決定尊重」などが言わ
れています。これらの考え方が、貴自治会町会で取り組んでいる活動
の中で課題となっていることはありますか。併せて、これらの考え方に
基づいて、ルールや申し合わせ事項があれば、教えてください。

Ｑ.７　地域福祉の分野では、要支援者の生活課題を早期発見し、深刻な問
題になる前に対応できる「しくみ」が求められています。

　　　ところで、災害時要援護者支援活動を通じて、要援護者が医療や福
祉、犯罪被害等の問題を抱えていることを把握した場合、どのような対
応がとられていますか。

Ｑ.６　活動メンバーを充実させるために、どのようなはたらきかけが考えら
れますか。

Ｑ. 4　貴自治会町会における災害時要援護者支援体制の主たるメンバーの
状況について、おおよその範囲で教えてください。

Ｑ. 5　災害時要援護者支援体制の活動メンバーの確保等について、どのよ
うな課題があると考えていますか。

①回覧板・掲示板を活用して、定期的に参加を呼びかける。

②災害時に対応した具体例を冊子等にまとめた事例集を作り、戸別に配付し
て、参加を呼びかける。

③避難所疑似体験等の体験型の行事を通じて、災害時要援護者支援につい
てＰＲを図る。

④その他

（複数回答可）

①要援護者に対して、親族や専門窓口に相談するよう助言するに留めている。

②要援護者の了解を得て、特別出張所や民生委員、警察など公的な機関に連
絡している。

③要援護者の考え方等もあるので、よほどの問題が生じない限りは、見守る
だけにしている。

④その他

社会福祉法人大田区社会福祉協議会

アンケートは以上です。ご協力いただきありがとうございました。

※アンケートについてご不明な点は、下記までご照会ください。

☎ 03－3736－2021（総務課庶務係）
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※記入例 ▶ 新規に加入するメンバーが少なく、固定化していること。

○メンバー数　　　　　名　　（男性約　　％・女性約　　％）

○年 齢 層 　メンバーの主体は、概ね　　　歳以上

（複数回答可）

　ａ　課題について

　ｂ　ルール・申し合わせ事項等について

Ｑ.３  「個人のプライバシー保護」、「要支援者の自己決定尊重」などが言わ
れています。これらの考え方が、貴自治会町会で取り組んでいる活動
の中で課題となっていることはありますか。併せて、これらの考え方に
基づいて、ルールや申し合わせ事項があれば、教えてください。

Ｑ.７　地域福祉の分野では、要支援者の生活課題を早期発見し、深刻な問
題になる前に対応できる「しくみ」が求められています。

　　　ところで、災害時要援護者支援活動を通じて、要援護者が医療や福
祉、犯罪被害等の問題を抱えていることを把握した場合、どのような対
応がとられていますか。

Ｑ.６　活動メンバーを充実させるために、どのようなはたらきかけが考えら
れますか。

Ｑ. 4　貴自治会町会における災害時要援護者支援体制の主たるメンバーの
状況について、おおよその範囲で教えてください。

Ｑ. 5　災害時要援護者支援体制の活動メンバーの確保等について、どのよ
うな課題があると考えていますか。

①回覧板・掲示板を活用して、定期的に参加を呼びかける。

②災害時に対応した具体例を冊子等にまとめた事例集を作り、戸別に配付し
て、参加を呼びかける。

③避難所疑似体験等の体験型の行事を通じて、災害時要援護者支援につい
てＰＲを図る。

④その他

（複数回答可）

①要援護者に対して、親族や専門窓口に相談するよう助言するに留めている。

②要援護者の了解を得て、特別出張所や民生委員、警察など公的な機関に連
絡している。

③要援護者の考え方等もあるので、よほどの問題が生じない限りは、見守る
だけにしている。

④その他

社会福祉法人大田区社会福祉協議会

アンケートは以上です。ご協力いただきありがとうございました。

※アンケートについてご不明な点は、下記までご照会ください。

☎ 03－3736－2021（総務課庶務係）
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社会福祉法人大田区社会福祉協議会

Ｑ.２　支援を必要としている方（要支援者）とは、どのような経過で接するよ
うになりましたか。多い事例順に、回答欄に番号を記入してください。

地域福祉活動に関するアンケート

C グ  ル ー プ

　このアンケートは、大田区社会福祉協議会が第５次地域福祉活動計画（計画
期間 : 平成２８年度～平成３２年度）を策定するにあたり、地域社会のご意見な
どを調査するために行っています。

※特に回答方法に指定がないときは、番号に○印をつけてください。
※「定期的」とは、１か月～２か月に１回以上と考えてください。

（複数回答可）

（複数回答可）

（複数回答可）

Ｑ.４　「プライバシー保護」、「要支援者の自己決定尊重」などが言われてい
ます。これらの考え方が、貴団体が取り組んでいる地域活動の中で課
題を生じさせていることはありますか。併せて、これらの考え方に基
づいて、ルールや申し合わせ事項等があれば、教えてください。

Ｑ.３　貴団体では、要支援者との日頃の関わりはどのようなものですか。

①高齢者　　　　②障害（児）者　　　③生活困窮者

④幼児・児童　　⑤青少年　　　　　⑥子育て世代

⑦外国人　　　　⑧特に対象は限定せず地域全体

⑨その他

Ｑ.１　貴団体は、どのような方を対象として活動していますか。

①定期的に自宅を訪問し、相談等の話相手をしている。

②定期的に行事を実施して、参加を働きかけている。

③季節ごと等に行事を実施して招待するほかは、ときどき声かけなどをして
いる。

④その他

①要支援者本人から連絡を受けている。

②活動メンバーが本人に働きかけている。

③本人の家族、友人等から紹介を受けている。

④行政や各種公的な団体から紹介を受けている。

⑤その他

左から多い順に
番号を記入

課 題 等

ルール等

○メンバー数　　　　　名　　（男性約　　％・女性約　　％）

○年 齢 層 　メンバーの主体は、概ね　　　歳以上

Ｑ.５　貴団体の活動メンバーは、どのような状況ですか。おおよその範囲
で教えてください。

6968



社会福祉法人大田区社会福祉協議会

Ｑ.２　支援を必要としている方（要支援者）とは、どのような経過で接するよ
うになりましたか。多い事例順に、回答欄に番号を記入してください。

地域福祉活動に関するアンケート

C グ  ル ー プ

　このアンケートは、大田区社会福祉協議会が第５次地域福祉活動計画（計画
期間 : 平成２８年度～平成３２年度）を策定するにあたり、地域社会のご意見な
どを調査するために行っています。

※特に回答方法に指定がないときは、番号に○印をつけてください。
※「定期的」とは、１か月～２か月に１回以上と考えてください。

（複数回答可）

（複数回答可）

（複数回答可）

Ｑ.４　「プライバシー保護」、「要支援者の自己決定尊重」などが言われてい
ます。これらの考え方が、貴団体が取り組んでいる地域活動の中で課
題を生じさせていることはありますか。併せて、これらの考え方に基
づいて、ルールや申し合わせ事項等があれば、教えてください。

Ｑ.３　貴団体では、要支援者との日頃の関わりはどのようなものですか。

①高齢者　　　　②障害（児）者　　　③生活困窮者

④幼児・児童　　⑤青少年　　　　　⑥子育て世代

⑦外国人　　　　⑧特に対象は限定せず地域全体

⑨その他

Ｑ.１　貴団体は、どのような方を対象として活動していますか。

①定期的に自宅を訪問し、相談等の話相手をしている。

②定期的に行事を実施して、参加を働きかけている。

③季節ごと等に行事を実施して招待するほかは、ときどき声かけなどをして
いる。

④その他

①要支援者本人から連絡を受けている。

②活動メンバーが本人に働きかけている。

③本人の家族、友人等から紹介を受けている。

④行政や各種公的な団体から紹介を受けている。

⑤その他

左から多い順に
番号を記入

課 題 等

ルール等

○メンバー数　　　　　名　　（男性約　　％・女性約　　％）

○年 齢 層 　メンバーの主体は、概ね　　　歳以上

Ｑ.５　貴団体の活動メンバーは、どのような状況ですか。おおよその範囲
で教えてください。

6968



社会福祉法人大田区社会福祉協議会

アンケートは以上です。ご協力いただきありがとうございました。

※アンケートについてご不明な点は、下記までご照会ください。

Ｑ. 8　要支援者の生活課題を早期発見し対応する仕組みが求められていま
す。貴団体の活動スタイルに照らし合わせて、どのような形が望ましい
ですか。１つお選びください。

Ｑ.７　活動メンバーを充実させるために、どのようなアイデアが考えられま
すか。

Ｑ.６　貴団体では、活動メンバーの確保等について、どのような課題がある
と考えていますか。　

①専門機関と直接連絡できる関係の中で、迅速に対応していく。

②専門機関と複数の地域活動団体で、緩やかな組織を形成して、事例ごとに
役割分担を話し合っていく。

③専門機関を中核として、複数の地域活動団体が専門機関のイニシアティブ
のもとで、課題に対応していく。

④専門機関と活動団体の間に調整機関を挟み、調整機関のイニシアティブの
もとで連携を図っていく。

⑤その他

☎ 03－3736－2021（総務課庶務係）

※記入例 ▶ 新規に加入するメンバーが少なく、固定化していること。

※記入例 ▶ 公的機関のホームページ等活用した広報活動
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社会福祉法人大田区社会福祉協議会

アンケートは以上です。ご協力いただきありがとうございました。

※アンケートについてご不明な点は、下記までご照会ください。

Ｑ. 8　要支援者の生活課題を早期発見し対応する仕組みが求められていま
す。貴団体の活動スタイルに照らし合わせて、どのような形が望ましい
ですか。１つお選びください。

Ｑ.７　活動メンバーを充実させるために、どのようなアイデアが考えられま
すか。

Ｑ.６　貴団体では、活動メンバーの確保等について、どのような課題がある
と考えていますか。　

①専門機関と直接連絡できる関係の中で、迅速に対応していく。

②専門機関と複数の地域活動団体で、緩やかな組織を形成して、事例ごとに
役割分担を話し合っていく。

③専門機関を中核として、複数の地域活動団体が専門機関のイニシアティブ
のもとで、課題に対応していく。

④専門機関と活動団体の間に調整機関を挟み、調整機関のイニシアティブの
もとで連携を図っていく。

⑤その他

☎ 03－3736－2021（総務課庶務係）

※記入例 ▶ 新規に加入するメンバーが少なく、固定化していること。

※記入例 ▶ 公的機関のホームページ等活用した広報活動

7170



社会福祉法人大田区社会福祉協議会

Ｑ.２　「地域社会との連携」は、様々な分野でいわれております。実際に、ご
専門の分野からの立場で、行政や社協、福祉団体等による「地域社会に
よる見守り」を目的としたネットワークに参加したことがありますか。

Ｑ.３　地域の中で、「地域社会による見守り」のしくみを安定的に機能させ
るために、関係機関等は日ごろからどのような取組みに努めることが必
要と考えますか。

地域福祉活動に関するアンケート

D グ  ル ー プ

　このアンケートは、大田区社会福祉協議会が第５次地域福祉活動計画（計画
期間 : 平成２８年度～平成３２年度）を策定するにあたり、地域社会のご意見な
どを調査するために行っています。

※特に回答方法に指定がないときは、番号に○印をつけてください。

どのような活動でしたか。

①法律関係　　　②消費生活関係　　　③医療保健関係

Ｑ.１　どのような分野で活動していますか。

　ａ　あ　る

　ｂ　な　い

7372



社会福祉法人大田区社会福祉協議会

Ｑ.２　「地域社会との連携」は、様々な分野でいわれております。実際に、ご
専門の分野からの立場で、行政や社協、福祉団体等による「地域社会に
よる見守り」を目的としたネットワークに参加したことがありますか。

Ｑ.３　地域の中で、「地域社会による見守り」のしくみを安定的に機能させ
るために、関係機関等は日ごろからどのような取組みに努めることが必
要と考えますか。

地域福祉活動に関するアンケート

D グ  ル ー プ

　このアンケートは、大田区社会福祉協議会が第５次地域福祉活動計画（計画
期間 : 平成２８年度～平成３２年度）を策定するにあたり、地域社会のご意見な
どを調査するために行っています。

※特に回答方法に指定がないときは、番号に○印をつけてください。

どのような活動でしたか。

①法律関係　　　②消費生活関係　　　③医療保健関係

Ｑ.１　どのような分野で活動していますか。

　ａ　あ　る

　ｂ　な　い
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このようなことを踏まえて、２つお尋ねいたします。

Ｑ.４　大田区が策定した地域福祉計画では、計画の基本目標のひとつに
　　「人づくり」を掲げています。

【質問Ａ】
　　大田社協等が、地域福祉を担う人材を育てるため、講師等をご依頼
　した場合、どのようなご対応が考えられますか。

【質問B】
　　貴職が所属されている団体において、研修等を目的として地域福祉団
　体との合同研修や意見交換の機会を企画することは考えられますか。

①報酬等を含む費用負担に関すること。

②支援の対象者に関する情報の取り扱いに関すること。

③支援者間の連絡調整を図る事務局的存在の明確化。

④専門職側における「対応にあたってのルール」の確立。

⑤その他　

Ｑ.５　地域福祉活動において、専門職との連携を円滑に進め維持してい
くために、整えておく必要がある事項はどのようなことが考えられ
ますか。 （複数回答可）

①ボランタリーな活動として、自己の専門知識等は無償で提供してもよい。

②専門職としての責任に基づいて指導等を行うことから、有償で引き受けるこ
とが前提となる。

③自分が所属する団体が定めるルールにしたがって対応したい。

④その他

社会福祉法人大田区社会福祉協議会

アンケートは以上です。ご協力いただきありがとうございました。

※アンケートについてご不明な点は、下記までご照会ください。

☎ 03－3736－2021（総務課庶務係）

実績等あれば教えてください。

　ａ　可能と思われる。

その理由は何でしょうか。

　ｂ　難しいと思われる。

大田区地域福祉計画２９ページより抜粋
　生活や福祉の様 な々課題に対応していくためには、地域で抱える課題に気
づき、解決に向けて取り組む、主体性を持った人材が必要です。同時に、支
援を必要とする方への思いを寄せる意識を合わせ持つことも求められます。
　<施策目標>
　　2－1　福祉教育の推進　　　 2－2　地域福祉の担い手の育成・拡充
      2－3  福祉従事者の人材育成
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